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第1章  計画策定に係る基本的事項 

1.1  計画策定の背景 

本章では、本計画の策定において重要な背景である気候変動の影響と、地球温暖化対策

を巡る国内外の動向等を示します。 

 

1.1.1 気候変動の影響 

地球温暖化問題は、その予想される影響の大きさや深刻さから見て、人類の生存基盤に

関わる安全保障上の問題かつ最も重要な環境問題の一つであるとされています。 

2021年８月に公表された IPCC第６次評価報告書においては、①人間の影響が大気、海

洋及び陸域を温暖化させてきたことは疑う余地がないこと、②大気、海洋、雪氷圏及び生

物圏において広範囲かつ急速な変化が現れていること、③気候システムの多くの変化（極

端な高温や大雨の頻度と強度の増加、いくつかの地域における強い熱帯低気圧の割合の増

加等）は地球温暖化の進行に直接関係して拡大することが正式に示されました。 

地球温暖化の進行に伴い猛暑や豪雨のリスクは更に高まっていくと予測されており、地

球環境や私たちの暮らしを守るためにも、様々な主体が参加・連携し、地球温暖化への対

策を検討していく必要があります。 

 

1.1.2 地球温暖化対策を巡る国際的な動向 

2015年 11 月にフランス・パリで開催された COP21では、法的拘束力のある国際的合意

文書「パリ協定」が採択され、世界的な平均気温上昇を産業革命以前に比べて２℃より十

分低く保つとともに 1.5℃に抑える努力を追求することなどが規定されました。 

2018年に公表された IPCC1.5℃特別報告書では、世界全体の平均気温の上昇を 1.5℃の

水準に抑えるために「CO2排出量を 2050年頃に正味ゼロとすることが必要である」とされ

ており、世界各国では、この報告書を受けて「2050年までのカーボンニュートラル」を目

標として掲げる動きが広がりました。 

2021年 10 月に英国・グラスゴーにおいて開催された COP26では、最新の科学的知見に

依拠しつつ「今世紀半ばでの温室効果ガス実質排出ゼロ」と「その経過点である 2030年に

向けて野心的な緩和策及び更なる適応策」が締約国に求められることとなり、特にこの 10

年における行動を加速させる必要があると強調されました。 
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1.1.3 地球温暖化対策を巡る国内の動向 

国は 2020年 10 月に 2050年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする「2050

年カーボンニュートラル・脱炭素社会の実現を目指す」と宣言しました。 

これに伴い 2021年４月に開催された第 45 回内閣地球温暖化対策推進本部では、「2030

年度の温室効果ガスの削減目標を 2013年度比 46％削減することとし、さらに 50%の高み

に向けて挑戦を続けていく」旨を公表しました。 

こういった国の動きを受け、2050年までの二酸化炭素排出量実質ゼロを目指す地方公共

団体「ゼロカーボンシティ」は、2022年 12 月末時点において 823 地方公共団体と現在も

増加を続けており、本市においても、2020年２月 25 日にゼロカーボンシティの表明を行

っています。 

これに加え、2021年６月 25 日には伊勢志摩国立公園区域内での自然環境に配慮した脱

炭素の取組やサステナブルな観光地作り等の取組が環境省から認められ、長野県松本市の

乗鞍高原に続き、全国で２番目のゼロカーボンパークとして登録されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.1  ゼロカーボンパーク イメージ 

出典：地域脱炭素ロードマップ（概要） 
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1.2  計画策定に係る基本的事項 

本節では、本計画を策定することの意義、計画期間、位置づけ、計画策定に係る体制な

ど、本計画に関する基本的な事項について示します。 

 

1.2.1 計画策定の意義 

2021年に閣議決定された改訂地球温暖化対策計画には地方公共団体においても、地域の

自然的・社会的条件に応じた温室効果ガスの排出量の削減等のために総合的かつ計画的な

施策を推進することが記載されています。 

具体的には2050年までの脱炭素社会の実現に向けた再生可能エネルギー等の利用促進

と徹底した省エネルギーの推進、脱炭素型の都市・地域づくりの推進、循環型社会の形成、

事業者・住民への情報提供と活動促進等を目指すことなどが挙げられます。 

また、地域脱炭素の取組は、地球温暖化対策に貢献すると同時に地域の成長戦略となる

ものです。再生可能エネルギーをはじめとした地域が持つ様々な資源を活用してそれぞれ

が抱える課題の解決を図ることで、地域経済循環や地方創生を実現する機会となります。 

本市においては、地球温暖化対策への貢献のみならず地域の魅力向上や課題解決につな

げることを目指し、本計画を策定することとします。 

 

1.2.2 計画期間と目標 

前節 1.1 . 3 で示した国の削減目標を受けて、本計画では表 1. 1 に示すように基準年度を

2013年度、中間目標年度を 2030年度、長期目標年度を 2050年度とし、目標値の設定を行

いました。 

なお、表中のCO２実質排出量とは、「CO2排出量」から、植林・森林管理などによる「CO2

吸収量」を差し引いた値を指します。 

表 1.1 本計画における計画期間と目標 

 

2013 2030 2050

CO2 Ṩ 46Ṿ
100Ṿ

CO2 ( - ) Ṩ 199,100 t-CO2 0 t-CO2

CO2 372,300 t-CO2 213,300 t-CO2 16,200 t-CO2

CO2 Ṩ 14,200 t-CO2 16,200 t-CO2

Ṩ
11,900 MWh 123,796 MWh

5Ṿ 70Ṿ
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1.2.3 計画の位置付け 

本計画は、分野を横断した総合的な長期戦略となることから、他分野における行政計画

との連携を図りながら施策の検討や策定を行うことが重要となります。 

 

  図 1.2 本計画の位置づけ   

ṇ
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1.2.4 計画策定の体制 

 国の改訂地球温暖化対策計画における基本的な考え方として「全ての主体の意識の変革、

行動の変容、連携の強化」が掲げられており、取組に対する事業者・住民の理解・協力を

促進するために、多様な主体が脱炭素化の担い手となるよう施策の検討を行う必要があり

ます。 

本計画の策定にあたっては、多様な主体を包括した体制の構築を目指し、表 1. 2 のよう

に複数の検討機会を設けました。 

市民・市内事業者に対しては「地球温暖化に関するアンケート調査」を実施することで

あらかじめ脱炭素や再生可能エネルギーの導入に関する意向の調査を行っています。アン

ケート調査よりも詳細に本市の産業の現状を把握するため、複数の市内事業者に対して個

別ヒアリングを実施しました。 

有識者、市内事業者、自治会の代表者などで構成される「自然環境保護審議会」におい

ては、本市が脱炭素化を目指す意義等を示すとともに、計画策定の方向性について議論や

意見交換等を行いました。策定終盤においては、市議会との意見交換やパブリックコメン

トの募集を行うなど、様々な手法で市民の意見や意向を反映することに努めました。 

 

表 1.2 計画策定に係る体制 

 

  

ṕ Ṗ
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第2章  区域の現状と課題 

計画策定にあたっては、地域の特徴をよく理解し、地域特有の自然的・社会的条件に十

分配慮した上で再生可能エネルギー導入目標やゼロカーボンの実現に向けた将来ビジョン

の妥当性を検討する必要があります。本章では本市の自然的・社会的条件について、その

特徴など基礎的な情報に関する分析を順に示します。 

 

2.1  概要 

図2.1 に本市の地勢を示します。本市は、三重県の東南部に位置しており、総面積は

178.9km2、2004年に旧志摩郡５町が合併したことで誕生しました。市の陸域全域が国立公

園の指定を受けており、英虞湾・的矢湾などの複雑に入り組んだリアス海岸や大小の島々

が美しい景観をつくり上げる自然豊かな地域であるとともに、その豊かな自然の恵みを受

け「御食
み け つ

国
くに

」（朝廷へ海産物を納める国）として古くから栄えてきました。 

また、「安乗の人形芝居」「磯部の御神田」「鳥羽・志摩の海女漁の技術」が国の重要無形

民俗文化財に指定されるなど、歴史ある伝統や文化が大きな魅力となっています。これら

の自然的・社会的背景を要因の一つとして、G７伊勢志摩サミットの開催地に選定されまし

た。 

2021年に策定された第２次志摩市総合計画後期基本計画では、これらの豊かな自然と伝

統を守り、次世代へ受け継いでいくという目標のもと「自然と共生するまち 市民が誇りを

もてるまち 次世代につながるまち」を基本理念として、「住む人支え 来る人迎える 豊か

な里と海のまち」を将来像とし、各施策を推進しています。 

 

2.2  気象 

図 2.2～図 2.4 には本市の過去の気象データを示しています。夏場の平均気温は 25℃

前後、冬場は 10℃前後と温暖で過ごしやすい気候であり、30 年平均値と比較をすると

2021年は７月、８月に多くの降水量を観測していることがわかります。平均日照時間は

年間を通して 150～200 時間前後の地域であり、年平均気温の長期変化傾向としては過

去 40年間で１℃程度の上昇がみられています。 
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図 2.1 志摩市の地勢 

出典：志摩市都市計画図（令和２年 11月） 
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図 2.2 志摩市の月別平均気温・降水量 

 

 

図 2.3 志摩市の月別平均日照時間 

 

 

図 2.4 志摩市の年別気温変化（過去 40年間） 

出典：気象庁（過去の気象データ 三重 南伊勢） 
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2.3  人口 

図 2.5 には国勢調査による本市の人口推移を、図 2.6 の志摩市の将来推計人口には国立

社会保障・人口問題研究所による本市の 2045年までの将来人口推計を示しています。 

本地域は合併前の 1985年頃を境に、15～64 歳の生産年齢人口数、0～14 歳の年少人口

数がともに減少を続けています。2045年には総人口が約 25,000 人（現在の約半数程度）

にまで減少する見込みで、少子高齢化の傾向は今後もより深刻化していくと予測されてい

ます。 

表 2.1、図 2.7 には 2050年までの本市の将来推計人口、世帯数推計結果を示していま

す。本計画では、この将来推計結果をもとに、2050年のゼロカーボン実現に向けた検討と

それに必要な 2030年度・2050年度の CO2排出量推計を行います。 

 

図 2.5 志摩市の人口推移 

出典：総務省統計局 国勢調査 

 

図 2.6 志摩市の将来推計人口 

出典：社人研 日本の地域別将来推計人口（平成 30年推計） 
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表 2.1 志摩市の将来推計人口、世帯数 

 

出典：住民基本台帳、社人研 日本の地域別将来推計人口（平成 30年推計） 

青字：独自推計（トレンド推計値） 

 

 

図 2.7 志摩市の将来推計人口、世帯数 

出典：住民基本台帳、社人研 日本の地域別将来推計人口（平成 30年推計）、独自推計（トレンド推計値） 
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2.4  産業構造 

本節では、市を経済面で支えている産業構造に関する分析結果について示します。 

図 2. 8 には本市の産業別生産額の構成比を示しています。このうち全国平均と比較して

構成比が特に高い、宿泊・飲食サービス業、保健衛生・社会事業、その他サービス、水産

業などは本市を特徴づける産業であると分析できます。また、図 2.9 には産業別のエネル

ギー消費量構成比を示していますが、農林水産業、宿泊・飲食サービス業、医療・福祉、

その他サービスが全国平均と比較して特に高い構成比を占めていることが分かります。 

これらより本市を特徴づける産業として、（1）宿泊・飲食業、小売業、その他サービス

を含む観光業、（2）水産業、（3）保健衛生・社会事業について現状の分析を行います。 

 

図 2.8 産業別生産額構成比 

 

図 2.9 産業別エネルギー消費量構成比 

出典：2018 地域経済循環分析ツール Ver.1.0 
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2.4.1 観光業 

本市は、伊勢志摩国立公園の豊かな自然環境や景観、海産資源などを魅力とした観光 

業が盛んな地域です。図 2.10 には本市の主な観光エリアを示しています。 

 

 

図 2.10 志摩市観光地マップ 

出典： 志摩市観光ガイドマップ 

 

図 2.11 には本市における観光入込客数の過去 10年間の推移を示しています。交通イン

フラの発達等によって、年々日帰り客の割合が高くなっていることから、今後はより大き

な経済効果をもたらす宿泊客の誘客が必要であることが分かります。また、月別の観光客

数は閑散期・繁忙期の格差が大きくなっていることから、雇用や収益性の安定のための閑

散期の底上げと滞在期間の長期化が必要であり、新たな顧客層の獲得とともに、長期的な

滞在に対応した体験型をはじめとする様々なコンテンツの充実が求められます。 



 

13 

 

 

第
２
章 

区
域
の
現
状
と
課
題 

 

図 2.12 には市内における外国人宿泊客数の推移を示しています。外国人観光客数は、新

型コロナウイルス感染症拡大の影響によるインバウンド市場の落ち込みにより、2021年の

外国人宿泊者数はコロナ禍以前の 2019 年と比較して９割の減少となりましたが、人口減

少とともに国内旅行客が減少する見通しの中、今後は消費単価の大きい外国人観光客の取

り込みが重要となります。外国人観光客の獲得のためには広域観光周遊ルートを中心とし

て情報発信等を強化するとともに、受け入れ環境の整備を図ることが求められます。 

市内の観光施設については、整備からかなりの年数を経過したものが多く、老朽化が顕

著となっています。また、鉄道を利用して訪れた観光客に向けた二次交通網の整備が不十

分なため、市内に点在する観光地や観光施設、自然体験施設を訪れることが難しい状況と

なっています。 

 

 

図 2.11 志摩市の観光客数の推移 

                         出典：令和３年 志摩市観光統計  

 

図 2.12 志摩市の外国人宿泊者数推移 

出典：令和３年 志摩市観光統計   
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2.4.2 水産業 

古くから「御食国」と呼ばれ、朝廷に多様な海産物を納める食のブランド地域として

知られてきた本市にとって、水産業は基幹産業の一つです。 

G７伊勢志摩サミットで本市の魚介類が高評価を得られたほか、漁期・大きさ・漁獲量

などの自主規制により資源保護に配慮した持続可能な水産業の取組は海外からも評価を

得ており、志摩の自然が育む高い生物の多様性や生産性をもつ生態系を活用しながら連

綿と守り継がれた海女漁業や、世界に先駆けて発達し、高品質な真珠を生産してきた真

珠養殖業が、持続可能な産業として日本農業遺産にも認定されました。 

一方で、本市の総人口が減少していることに伴い、水産業においても就業人口の減少・

高齢化が深刻化しています。図 2.13 には本市の海面・内水面それぞれの漁獲物等販売金

額と経営体数の推移を示していますが、どちらもその経営体数は年々減少傾向にあるこ

とが分かります。現段階では、経営体数の減少が必ずしも販売金額の減少に直結してい

る訳ではありませんが、今後就業者内で高齢化がより進行していくことを踏まえると、

基幹産業である水産業の持続可能性が本市における大きな課題であると分かります。 

また、第２次志摩市水産業振興計画では、近年海水温の上昇や磯焼けなど水環境の変

化により水産資源に減少の傾向が見られることや、過剰漁獲、養殖に伴う底質の自家汚

染などを課題として挙げています。 

今後も本市の水産業が持続可能な産業として発展していくためには漁場環境の改善や

保全、資源管理型漁業の推進、水産物・水産加工品の高付加価値化など、地域が一体と

なって取組を進める必要があります。 

  

 

図 2.13 志摩市の海面・内水面漁獲物等販売金額、経営体数の推移 

出典：経済産業省 地域経済分析システム_産業特性（漁業） 
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2.4.3 保健衛生・社会事業 

図 2.8 において本市で高い生産額構成比を占めている保健衛生・社会事業とは、具体的

には医療・保健、介護、保健衛生、社会福祉を指します。 

本市では 65歳以上の高齢者の占める人口割合が年々増加しており、2045年には 65歳以

上が半数以上を占めるという推計結果となっています。これにより保健衛生・社会事業の

産業生産額構成比・エネルギー需要量は今後も高まっていくことが予測され、本市の暮ら

しを支える基盤産業の一つとして、適切な維持方針を検討していく必要があります。 

図 2.1 4 には本市の 65 歳以上人口 10 万人あたりの介護施設数・事業者数を示していま

す。全国平均や三重県の値と比較すると、本市は通所介護サービスに加え、生活介護施設

や介護老人福祉施設を他地域よりも多く有していることが分かります。これらの施設は稼

働時間が長いことや常時空調管理など年間を通してエネルギー消費量が多いという特徴が

あり、施設利用者の安心と安全を確保するためにも、今後高まる需要に合わせて、適切な

エネルギーマネジメントを目指していく必要があります。また、これらの施設は災害時要

配慮者、要支援者を多く有するという特徴も持ち合わせています。 

 

図 2.14 志摩市の 65歳以上人口 10万人あたりの介護施設数・事業者数（2020年度） 

出典：経済産業省 地域経済分析システム_産業特性（医療・福祉） 
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2.5  災害リスク 

本市においては、近い将来発生が危惧されている南海トラフ地震により、大きな被害

が想定される地域に指定されており、内閣府が平成 24年８月に発表した南海トラフ地震

の被害想定によると、南海トラフ地震が発生した場合、最悪ケースで津波高１mが最短６

分（大王町波切）、最大津波高 26m（志摩町越賀）の津波の襲来が想定されています。 

図 2.15 には「理論上最大クラス南海トラフ地震」発生時における本市の津波最大浸水

深図を示しています。想定地震の発生時には主に沿岸域やリアス海岸の入り江付近、河

川域において浸水が予測されていることが分かります。 

災害時の対応を想定し、平時から国・県及び関係機関との適切な役割分担や防災情報

の共有化を図り、応急・復旧活動をスムーズに行うための施策を推進する必要があるほ

か、このような広域的な大規模災害が発生した場合には「公助」の限界が懸念されるた

め、地域が「自助」・「共助」の考え方を基本に行動できるよう地域の防災力を地域とし

て高めていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.15 津波最大浸水深図 

出典：志摩市津波避難計画（2017） 
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2.6  アンケート調査結果 

 実施概要 

本計画の策定にあたり、市民・市内事業者の脱炭素・再生可能エネルギー導入への意

向を把握するために「地球温暖化対策に関するアンケート調査」を実施しました。 

【市民アンケート】 

Â 調査対象者：18歳以上の志摩市民 2,000 人 

Â サンプル抽出方法：無作為抽出 

Â 調査期間：令和４年７月末～８月上旬 

Â 回収数：675（33.7%） 

【事業者アンケート】 

Â 調査対象事業者：100事業者 

Â サンプル抽出方法：業種ごとに選定 

Â 調査期間：令和４年７月末～８月上旬 

Â 回収数：47（47%） 

 

 市民アンケート調査結果 

表 2.2、図 2.16 のとおり、脱炭素・再生可能エネルギー導入に関して一定の認知度を

確認しており、特に年齢層が高くなるほど認知度も高くなっていることが分かります。  

一方で再生可能エネルギーの導入にあたっては、太陽光パネルの設置が森林を切り開

く・景観を乱すイメージがあるといった意見や、耐用年数経過後の廃棄パネルの処分方

法を不安視する意見が複数寄せられています。今後市内で太陽光パネルの導入を検討す

る際には景観に十分に配慮することや、廃棄パネルの処分方法の検討、市民への適切な

情報共有を行うなどの対策が必要であると考えられます。 

表 2.2 市民アンケート結果（まとめ） 
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図 2.16 市民アンケート結果（一部抜粋版） 

 

 事業者アンケート調査結果 

表 2.3、図 2.17 のとおり、事業者内でも脱炭素・再生可能エネルギー導入に関して一

定の認知度を確認しました。また今後の再生可能エネルギー導入に際しては、補助金の

給付や勉強会の開催など市が主体となり導入支援策の実施が望まれる結果となりました。 
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表 2.3 事業者アンケート結果（まとめ） 
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図 2.17 事業者アンケート結果（一部抜粋版） 
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2.7  事業者・団体への個別ヒアリング調査結果 

 実施概要 

これまでの基礎情報の分析に加え、地域の特徴や課題をより正確に把握するため、市内

の各産業の複数事業者・団体に対して、個別ヒアリング調査を実施しました。 

 

【事業者・団体個別ヒアリング】 

Â 調査対象事業者：10事業者・団体（合計） 

Â 抽出方法：業種ごとに選定 

Â 調査期間：令和４年９月 

 

 事業者・団体個別ヒアリング調査結果まとめ  

表2.4のとおり、事業者・団体個別ヒアリングの調査結果をまとめました。 

脱炭素については、全体を通して前向きであり、市の支援があれば積極的に取り組んで

いきたいといった意見を確認しています。一方で、脱炭素に関する知識が十分でない事業

者・団体も多いことから、まずは積極的な情報提供、勉強会の機会を設けることが必要で

あると考えます。 

再エネの導入については、エネルギーの地産地消に前向きに取り組んでいる事業者も確

認していますが、海洋環境や景観への影響を懸念して、土地への設置を反対する意見も一

部あったことから、今後、本市において再エネ導入を進める際には建物上や壁面等の環境・

景観への影響に最大限配慮した導入が望まれると考えます。 

その他全体を通して、人口流出や人手不足、高齢化を挙げる事業者が多く、特に若者の

流出に関しては、働きたいと思える場所の不足が原因として考えられており、再エネを活

用した新たな事業機会の創出や、スマート技術を用いて作業の効率化を図るなど、既成概

念を変えるアプローチが必要と考えます。 

表 2.4 事業者・団体ヒアリング調査結果（まとめ） 
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2.8  地域課題 

これまでの基礎情報の分析結果や、各アンケート調査、ヒアリング調査で得られた結

果などを踏まえ、本市における主な地域課題を分野ごとに以下のように示します。 

 

表 2.5 志摩市における主な地域課題 
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第3章  温室効果ガス（CO2）排出量の現状・将来推計 

 本章では本市における現状の CO2排出量に基づき、追加の CO2削減対策を行わなかった

場合の CO2排出量と、様々な脱炭素対策を行った場合のシナリオに応じた CO2排出量の将

来推計結果を示します。そこから、本市の CO2排出量の目標設定を行いました。 

 

3.1  CO2排出量の現状 

図 3.1 に本市における CO2排出量の経年変化、表 3. 1 に各部門の説明を示します。本計

画の基準年となる 2013年度の CO2排出量は 372千 t - CO2です。経年変化をみると毎年減

少に転じており、2019年度は 276千 t - CO2（2013年度比で 25.8％減）となっています。部

門別の CO2排出量を見ても全体に減少傾向にあり、特に業務その他部門は 2013年から 2019

年にかけて 37千 t - CO2削減（2013年度比で 35.9％減）されています。一方、運輸部門は

18千 t - CO2削減（2013年度比で 14.6％減）に留まっています。 

 

図 3.1 部門・分野別の CO2排出量の経年変化 

出典：環境省 自治体排出量カルテ 

表 3.1 各部門の説明 

部 門 説 明 

産業部門 
「産業部門」は製造業、農林水産業、鉱業、建設業のエネルギー消費に伴う排出で

す。総合エネルギー統計の農林水産鉱建設部門及び製造業部門に対応します。 

民

生

部

門 

業務 

その他部門 

事務所・ビル、商業・サービス施設のほか、他のいずれの部門にも帰属しないエネ

ルギー消費に伴う排出です。総合エネルギー統計の業務他（第三次産業）部門に対

応します。 

家庭部門 
家庭におけるエネルギー消費に伴う排出です。自家用自動車からの排出は、「運輸

部門（自動車）」で計上します。総合エネルギー統計の家庭部門に対応します。 

運輸部門 
「運輸部門」は、自動車、船舶、航空機、鉄道におけるエネルギー消費に伴う排出

です。総合エネルギー統計の運輸部門に対応します。 

廃棄物分野 

（一般廃棄物） 

廃棄物の焼却処分に伴い発生する排出（焼却処分）、埋立処分に伴い発生する排出

（埋立処分）、排水処理に伴い発生する排出（排水処理）、廃棄物の焼却、製品の製

造の用途への使用及び廃棄物燃料の使用に伴い発生する排出（原燃料使用等）です。 

出典：環境省 地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施 マニュアル 本編を改変  

ṕ t-CO2Ṗ 
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図 3.2 に 2013年度と 2019年度の排出量の部門・分野別構成比を示します。部門別の

CO2排出量の割合をみると、両年度において、業務その他部門が最も高く、次いで運輸部

門、家庭部門、産業部門となっています。また、直近のデータである 2019年度の CO2排

出量の内訳をみると、地域内で排出量が多いのは、運輸部門の自動車（98千 t - CO2）、業

務その他部門（67千 t - CO2）、家庭部門（66千 t - CO2）の順となっています。 

 これら排出量が高い部門への施策を検討・推進していくことで、効果の高い CO2削減が

期待できます。 

 

 

 

 

図 3.2 排出量の部門・分野別構成比と CO2排出量 

出典：環境省 自治体排出量カルテ 
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3.2  CO2排出量の現状趨勢（BAUケース） 

3.2.1 CO2排出量の推計方針 

まずは、現状趨勢（以下、BAU）ケースの CO2排出量を推計します。BAUは今後追加的な

削減対策を見込まないまま推移した場合の将来の CO2排出量を指します。 BAU排出量を推

計することで、将来の見通しを踏まえて計画目標の設定や部門別の対策・施策の立案を行

うことができます（図 3.3）。 

 本計画では環境省 地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施 マニュアル 算定手

法編に準じ、按分法（標準的手法）を用いて推計を行います。原則として「地理的な行政

区域内の排出量のうち、把握可能かつ対策・施策が有効である部門・分野」を対象としま

す（表 3.2）。 

 

図 3.3 CO2排出量推計方法の考え方 

出典：環境省 地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施 マニュアル 本編自治体排出量カルテに加筆 

表 3.2 CO2排出量の推計対象と手法 

     

CO2 
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3.2.2 森林吸収量の推定 

森林等の土地利用においては、人為的な管理活動、施業活動等により、植物の成長や枯

死・伐採による損失、土壌中の炭素量が変化し、CO2の吸収や排出が発生します。 

環境省 地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施 マニュアル 算定手法編（令和

４年３月）では、「区域において吸収源対策が実施された「森林」及び「都市緑化」による

バイオマスにおける温室効果ガス排出・吸収量を推計対象」とされています。 

ここでは、吸収源として、法令等で管理が行われている森林を一括して対象とみなす方

法を採用しました。 

 また、CO2吸収量は、三重県が推計した県内全体の森林による CO2吸収量から、市内の

樹種別の森林面積に応じて按分しました。 

 三重県の森林吸収量の推計 

三重県では、県内全体の森林吸収量を下記の推計式と表 3.3 の係数を用いて、表 3.4 の

ように推計されています 

三重県の森林の年間 CO2吸収量（ｔ- CO2/年） 

＝森林の年間幹成長量（㎥/ 年）×拡大係数×（1＋地下部比率）×容積密度（t / ㎥） 

 ×炭素含有率×CO2換算係数 

出典：林野庁 森林による二酸化炭素吸収量の算定方法 

表 3.3 樹種別の各係数 

 

 

ṕBEFṖ  

ṕRṖ 

 

ṕWDṖ 

 

ṕCFṖ ἕ  

20  

ṯ  

20  

 1.57  1.23  0.25  0.314  

0.51  
 1.55  1.24  0.26  0.407  

 1.63  1.23  0.4  0.423  

 1.4  1.4  0.4  0.423  

 1.52  1.33  0.26  0.646  0.48  
 

出典：日本国温室効果ガスインベントリ報告書（2021年） 

 

○年間幹成長量： 樹木の幹の部分が１年間で成長する体積（材積）。算定対象森林の齢 

級とその１つ上の齢級の差を１齢級の年数（５年）で除し、算出。 

○拡大係数：枝部分の容積を付加するための係数。 

○地下部比率：樹木の地上部（幹＋枝）の容積に対する根の容積の割合。  

○容積密度：木材の容積を重量に変換する係数。 

○炭素含有率：木材の重量１トン当たりの炭素含有量を示す割合。 

○CO2換算係数：炭素量を二酸化炭素量へ変換する係数（44/12）。 
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表 3.4 三重県の森林の年間 CO2吸収量 

      
 

 
  

 

ṕt/ Ṗ 
239,764  365,228  29,628  1,145  219,649  855,415  

 

ṕt/ Ṗ 
179,823  273,921  22,221  859  164,736  641,561  

※吸収量調整は算定結果に 0.75（京都議定書対象森林吸収が全森林吸収量の約 3/4のため）を乗じた値  

 

 志摩市の森林吸収量の推計 

南伊勢地域森林計画（三重県）によると、市内の森林計画対象となる民有林は 9,101ha

です。この面積を本市の森林吸収源対策の効果が期待できる対象地域として仮定しました。 

 本市の森林吸収量としては、表 3.4 で示した三重県の各樹種（スギ、ヒノキ、マツ、そ

の他針葉樹）の森林吸収量をもとに、樹種別に森林面積（表 3. 5）で按分し、全ての樹種に

ついて合計したものを森林の年間 CO2吸収量として推計しました。 

式を下記に示します。 

志摩市の森林の年間 CO2吸収量（ｔ- CO2/年） 

＝В吸収量Ὥ（ｔ ὅὕς） （志摩市森林面積 Ὥ( ha）/ 三重県森林面積 Ὥ( ha）） 

Ὥ: 樹種 

表 3.5 三重県・志摩市の森林面積 

      
 
 

  

 
ṕha)  

96,238  103,772  27,634  255  113,093  340,992  

 
(ha)  

445  837  1,629  0  6,094  9,005  

 
/

ṕṾṖ 
0.46  0.81  5.89  0.00  5.39  2.64  

出典：三重県 令和 2年度版 森林・林業統計書 

 

表 3.4 と表 3.5 から、市内の森林による CO2排出量を推計しました（表 3.6）。 

表 3.6 志摩市の森林の年間 CO2吸収量 

    
 
 

  

 
ṕt/ Ṗ 

1,109  2,946  1,747  0 11,836  17,63 8 

 
ṕt/ Ṗ 

831  2,209  1,310  0 8,877  13,22 7 

 ※吸収量調整は算定結果に 0.75（京都議定書対象森林吸収が全森林吸収量の約 3/4のため）を乗じた値 
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また、後述する「3.4 CO2排出量の将来推計」では、2030年度と 2050年度の森林による

CO2吸収量に、南伊勢地域森林計画変更計画書（R3.12変更）に示されている今後の人工造

林及び天然更新別の造林面積（計画達成率 50％と仮定）を考慮した値を用いています。 

 

2030年時点 吸収量 14,206 t-CO2/年 

（=2020年時点の吸収量 13,227 t - CO2/年 +造林等の吸収量増加見込み 979 t - CO2/年） 

2050年時点 吸収量 16,165 t-CO2/年 

（=2020年時点の吸収量 13,227 t - CO2/年 +造林等の吸収量増加見込み 2,938 t - CO2/

年） 

 

3.2.3 ブルーカーボンによるCO2吸収 

森林と同様に、CO2吸収源として期待されているものにブルーカーボンがあります。ブ

ルーカーボンとは、海洋生物の作用によって、大気中から海中へ吸収された CO2由来の炭

素のことを指します。 

本市の沿岸域の藻場については、これまでも地域住民との協同による再生・保全活動に

取り組んできました。その一方で、本市の沿岸域でも海況の変化で藻場などが消失する「磯

焼け」が起こっていることから、三重県とも連携を深め、漁業者等が行う保全活動への支

援を継続していく必要があります。  

また、英虞湾では、干潟の再生に取り組むとともに、市民参加型の干潟モニタリング調

査や自然観察会を通した環境教育も推進しており、地域の環境意識の向上に努めています。   

ブルーカーボンは本市における貴重な CO2吸収源となる可能性があるものの、統一的な

算定方法やデータ収集に関しては整備中であることなどから、今後の動向を注視していく

必要があります。 

  

図 3.4 志摩市の藻場 

出典：志摩市水産課 
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3.2.4 BAUケースの推計結果 

図 3.5 に BAUケースにおける CO2排出量の変化、表 3.7 に 2013年度（基準年）排出量

と BAU排出量を示します。BAU排出量は、将来の人口推計に比例し 2030年度と 2050年度

の活動量（従業者数、世帯数、自動車台数など）を変化させ、その活動量に応じた CO2排

出量を推計しています。 

推計の結果は、2030年度 CO2排出量が 265.1 千 t - CO2（29％削減）、2050年度 CO2排出

量が 144.4 千 t - CO2（61％削減）となります。将来的な人口減少等によって、CO2排出量も

ある程度は減少していくことが分かります。 

 

 

図 3.5 BAUケースにおける CO2排出量の変化 
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表 3.7 2013年度（基準年）排出量と BAU排出量の将来予測 

  

2013

372.3 265.1 144.4

▀Ộ ˢ Ộ⁺ ▀Ộ⁺ὺ Ộ …Ộˣ 44.0 30.8 16.8

Ộ 22.3 15.6 8.5

Ԑ Ộ 4.4 3.1 1.7

ӲῬỘ 0.7 0.5 0.3

Ƌᴪἇ ῬỘ 0.7 0.5 0.3

Ƌ♠Ƌ♠ᴥῬ Ộ 0.0 0.0 0.0

Ԋ╓Ƌ ḩ Ộ 0.5 0.3 0.2

ᴟᶘῬỘ ḯ 0.0 0.0 0.0

Ƌ Ƌ ᶗ Ộ 0.7 0.5 0.3

ỘƋ Ộ 1.6 1.1 0.6

‫Ƌ ƋỲ Ộ 0.7 0.5 0.3

Ṑᵣ Ộ 11.1 7.7 4.2

Ộ 1.9 1.3 0.7

▀Ộ ▀Ộ 17.6 12.3 6.7

ὺ Ộ …Ộ 4.2 2.9 1.6

…Ộ 0.0 0.0 0.0

ὺ Ộ 4.2 2.9 1.6

Ộ Ộ 104.3 72.9 39.7

ṓ ằẚ Ộ 0.3 0.2 0.1

Ộ 0.4 0.3 0.2

֫ ỘƋ Ộ 3.7 2.6 1.4

ᴙ ỘƋ Ộ 26.6 18.6 10.1

Ỳ ỘƋ ᾑỘ 2.2 1.5 0.8

▀ỘƋ Ộ 2.1 1.5 0.8

ᶘ ᾆẕƋ ƋṪ Ộ 1.4 1.0 0.5

ỘƋԐ Ộ 27.0 18.9 10.3

ᶨḩ ỘƋῆᶚỘ 12.7 8.9 4.9

ễӾƋᶘ Ộכ◦ 1.5 1.0 0.6

Ӻ Ƌ ♅ 15.5 10.8 5.9

› ⱧỘ 2.4 1.7 0.9

Ộ 8.5 5.9 3.2

ᴪ ᴪ ᴪ 95.2 71.3 38.8

֫ 122.2 85.5 46.6

ꜛ כּ ẁ 59.1 41.3 22.5

ὖ ὖ כּ 27.9 19.5 10.6

כּ 11.3 7.9 4.3

ἷּכ 19.7 13.8 7.5

› כּ 0.1 0.1 0.1

› ἷּכ 0.2 0.1 0.1

ꜛ כּ ᵁ 55.6 38.9 21.2

ὖ ◌ ᵁ 11.7 8.2 4.4

ὖ ◌ ᵁ 7.2 5.1 2.8

ὖ ╣ ᵁ 0.0 0.0 0.0

ᵁ ἷּכ 15.8 11.0 6.0

ᵁ כּ 20.9 14.6 8.0

ᵁ ᾃԏּכ 0.0 0.0 0.0

4.2 3.0 1.6

3.2 2.2 1.2

ṏ ˢԁ ṏ ˣṏ ˢԁ ṏ ˣ 6.6 4.6 2.5
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3.3  CO2排出量の削減の考え方 

3.3.1 CO2排出量の削減に向けた施策の方向性 

将来のCO2排出量の削減シナリオを検討するにあたり施策の方向性を図3.6に示します。

大きな方針としては①CO2実質排出量を減らす、②再生可能エネルギーの量を増やす、③取

組を加速させることが重要となり、これらを踏まえた施策を具体化し、何を、いつまでに、

どのくらい実行すれば市が目指すゼロカーボンビジョンが達成できるシナリオになるかを

検討します。また、シナリオ作成にあたっては、表3.8に示すような主要な取組に対する方

針を設定し、シナリオやロードマップにも反映しています。 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

図 3.6 排出量削減に向けた施策の方向性 

 

表 3.8 排出量削減に向けた方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

検討における考え方 

  

2050

Ễ

ể

3

CO2 CO2

 

 

V 政府補助金が集中投資されている 2025年までの取組が効果的 
V 2030年の中間目標までに一定の取組を進めている必要がある 

COỄ  

 

 

V 2030年の中間目標までに一定の取組を進めている必要がある 
V 市内の主要排出源である運輸・産業・家庭部門の削減を進めるのが

効果的 

その他の削減策も総動員していく必要がある 

V 脱炭素の取組促進のためには、公共・企業の取組に加えて、市民の
取組の加速化も重要 

V 普及啓発による意識の底上げを行う 
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3.4  CO2排出量の将来推計 

 表 3.9 に将来推計で用いたシナリオ、表 3.10 に将来推計に用いたシナリオ毎のパラメ

ーター、図 3.7～図 3. 8 に各シナリオの CO2実質排出量グラフを示します。ここでは BAU

ケースをベースに、以下に示すシナリオによる CO2排出量削減に係る取組の利用率・普及

率等（パラメーター）に応じて CO2削減量を算出しました。 

本市では、2030年度に CO2実質排出量 46％削減（2013年度比）、2050年度に 100％削減

となるシナリオ②の目標達成を目指します。 

 

表 3.9 将来推計シナリオ（主要な CO2排出量削減の取組） 
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表 3.10 将来推計に用いたシナリオ毎のパラメーター 

 

 

  

ṁ

⌡ᾚ ⌡ᾚ Ɩ 42% 46% 96% 100%

Ặ ῢ 52,757 36,894 36,894 20,102 20,102

Ὁ ⌡ᾚ 0% 25% 25% 50% 50%

▀Ộ ⌡ᾚ ỡ 1% 1% 1% 1% 1%

⌡ᾚ 0% 0% 1% 5% 10%

ᴟ 20% 21% 23% 33% 38%

ᴟ 1 1.1 1.2 1.6 1.9

ᴟӟᵰ ᴟ ► 100% 100% 98% 30% 14%

Ộ ⌡ᾚ 0% 14% 14% 14% 14%

Ộ ẉ 0% 10% 20% 40% 50%

▀Ộ ⌡ᾚ 0% 14% 14% 14% 14%

▀Ộ ẉ 0% 0% 3% 30% 40%

ӽ™ 0% 0% 5% 50% 70%

Ὁ ᾛ 100% 100% 95% 50% 30%

Ộ ⌡ᾚ 50% 50% 50% 50% 50%

ẉ 0% 1% 2% 40% 70%

ᶤ› 30% 30% 30% 30% 30%

῟ 50% 50% 50% 50% 50%

ẉ 9% 60% 80% 100% 100%

⌡ᾚ 0% 0% 1% 5% 10%

ᴟ 38% 40% 48% 70% 80%

ᴟӟᵰ ᴟ ► 100% 100% 98% 30% 14%

ӽ™ 0% 0% 5% 50% 70%

Ὁ ᾛ 100% 100% 95% 50% 30%

ᴪ ⌡ᾚ 40% 40% 40% 40% 40%

ẉ 0% 1% 2% 40% 70%

ᶤ› 30% 30% 30% 30% 30%

῟ 50% 50% 50% 50% 50%

ẉ 9% 60% 80% 100% 100%

⌡ᾚ 0% 0% 1% 5% 10%

ᴟ 39% 40% 48% 70% 80%

ᴟӟᵰ ᴟ ► 100% 100% 98% 30% 14%

ӽ™ 0% 0% 5% 50% 70%

Ὁ ᾛ 100% 100% 95% 50% 30%

֫ ꜛ כּ Ṑḩꜛ כּ כּ ᶤ› 100% 97% 94% 25% 0%

ꜛ כּ ṓꜛ כּ ᶤ› 0% 3% 5% 70% 90%

ꜛ כּ ꜛ כּ ꜛ כּ ᶤ› 0% 0% 1% 5% 10%

( Ṑḩꜛ כּ יּ )EV/FCV 0% 0% 2% 5% 10%

ӽ™ 0% 0% 5% 50% 70%

ᴟӟᵰ ᴟ ► 100% 100% 98% 30% 14%

Ὁ ᾛ 100% 100% 95% 50% 30%

ṏ › Ӳ ⌡ᾚ 0% 25% 25% 50% 50%

ὓᵊ 9,101 9,101 9,101 9,101

Ẋ 13.2 13.2 13.2 13.2

ᴥ Ɩ 99 99 278 278

Ẋ ᴥ Ɩ 1.0 1.0 2.9 2.9

‮

Ẋ
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シナリオ①：CO2削減目標 2030年度 42％削減、2050年度 96％削減 

将来の社会的動向を踏まえた CO2排出量の削減の取組や導入割合を想定しました。地域

の再生可能エネルギー利用率は 2030年度に１％未満、2050年度に 50％としました。 

 

 

図 3.7 シナリオ①における CO2実質排出量 

シナリオ②：CO2削減目標 2030年度 46％削減、2050年度 100％削減 

シナリオ①の設定に対して、各取組の導入割合を増加させ、より意欲的な目標となって

います。地域の再生可能エネルギー利用率は 2030年度に５％、2050年度に 70％としまし

た。  

 

図 3.8 シナリオ②における CO2実質排出量  
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本市が目指すシナリオ②における部門別の CO2削減量は図 3. 9 となります。また、これ

に準じた部門別の CO2削減量と関連する主要な施策内容は図 3. 10となり、2030年度、2050

年度の目標達成に向けて、各種取組を確実に推進していく必要があります。 

 

図 3.9 部門別の CO2削減量（シナリオ②の詳細） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.10 部門別の CO2削減量と関連施策  

ẑ BAU  
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第4章  再生可能エネルギーの導入目標 

 本章では、第１章で示したシナリオに応じ、地域で必要となる再生可能エネルギーにつ

いて、導入可能性や導入量等の検討結果を示し、CO2 削減目標を達成するための再生可能

エネルギーの導入目標を設定しています。なお、ここでの再生可能エネルギーの導入目標

は地域における再生可能エネルギーの利用を前提としています。 

 

4.1  代表的な再生可能エネルギーの種類 

 図 4.1 に代表的な再生可能エネルギーの種類と特徴、図 4.2 に熱利用のイメージを示し

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.1 代表的な再生可能エネルギーの種類と特徴 

出典：資源エネルギー庁 なっとく！再生可能エネルギー 

 

これらのほか、海面の暖かい水と深海の冷たい水との温度差を利用して発電する海洋温

度差発電、海の波の上下動（波力）、潮の満ち引き（潮汐）、海流のエネルギーを利用した

（潮流）発電等の研究も進められており、将来的に実装が期待されます。 
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図 4.2 熱利用のイメージ 

 

4.2  再生可能エネルギーの賦存状況 

4.2.1 再生可能エネルギー導入ポテンシャルと導入実績 

 本市における再生可能エネルギーの賦存量のうち、エネルギーの採取・利用に関する種々

の制約要因による設置の可否を考慮した後のエネルギー資源量である「再生可能エネルギ

ー導入ポテンシャル」を表 4.1 に示しています。 

本市における再生可能エネルギー導入ポテンシャルは合計約 794MWであり、太陽光発電

と陸上風力発電がポテンシャルのほとんどを占めていることが分かります。 

また、再生可能エネルギー導入ポテンシャル（MW）に対する現在の再生可能エネルギー

導入実績量（MW）を表 4.2 に示しています。現在、本市には約 116MWの太陽光発電が導入

されていますが、これは本市における太陽光発電導入ポテンシャル合計に対しては 19.2%、

種別合計の導入ポテンシャルに対しては 14.6%を占めていることが分かります。 

表 4.1 志摩市の再生可能エネルギー導入ポテンシャル 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：環境省 REPOS 自治体再エネ情報カルテ 
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表 4.2 志摩市の再生可能エネルギー導入実績量 

 

出典：環境省 REPOS 自治体再エネ情報カルテ 

 

一方で表 4.3、図 4. 3 には本市における再生可能エネルギーによる発電電力量（MWh）と

実際の電気使用量（MWh）を経年比較した結果を示しています。これによると本市では電気

使用量が年々減少傾向にあることや、再生可能エネルギーの導入が年々進んでいることが

分かります。 

また、表 4.3 より、本市に導入されている再生可能エネルギーによる発電量は、既に本

市の電気使用量の約 66％に到達していることが分かります。国内や三重県の数値と比較し

ても、本市における再生可能エネルギーの導入が進んでいることが分かります。 

表 4.3 電気使用量に対する再生可能エネルギー発電電力量比 

 

 

 

10 kW - 4.8 -

10 kW - 111.1 -

605.0 115.9 19.2%

189.0 0.0 0.0%

0.0 0.0 0.0%

- 0.4 -

0.0 0.0 0.0%

794.0 116.3 14.6%

(% )(MW) (MW)

26 27 28 29 30 2

ṕMWhṖẑ1 880,284,477 858,896,677 844,825,742 862,122,132 844,962,325 826,694,712 826,694,712

ṕMWhṖẑ2
114,436,982 120,245,535 126,723,861 137,939,541 143,643,595 148,805,048 165,338,942

13.0% 14.0% 15.0% 16.0% 17.0% 18.0% 20.0%

ẑ1 Ḳ ẑ2

26 27 28 29 30 2

ṕMWhṖẑ1 17,702,317 16,873,749 17,159,542 17,634,419 18,446,324 18,105,455 18,105,455

ṕMWhṖẑ2
Ṩ Ṩ 564,693 750,530 833,462 1,108,360 1,244,334

Ṩ Ṩ 3.3% 4.3% 4.5% 6.1% 6.9%

ẑ1 Ḳ ẑ2 Ḳ

26 27 28 29 30 2

ṕMWhṖ 271,978 253,600 258,993 252,687 250,516 235,621 235,621

ṕMWhṖ
35,020 48,243 89,238 112,888 118,868 128,977 155,818

12.9% 19.0% 34.5% 44.7% 47.4% 54.7% 66.1%

Ḳ
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図 4.3 志摩市の電気使用量に対する再生可能エネルギー発電電力量比 

出典：資源エネルギー庁 なっとく！再生可能エネルギー 

 

 

  

271,978 
253,600 258,993 252,687 250,516 

235,621 235,621 

35,020 48,243 

89,238 
112,888 118,868 128,977 

155,818 12.9%

19.0%

34.5%

44.7%
47.4%

54.7%

66.1%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

26 27 28 29 30 2

(M
W

h
)

ṕMWhṖ

ṕMWhṖ



 

39 

 

 

第
４
章 

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
導
入
目
標 

 

4.2.2 再生可能エネルギーポテンシャルマップ 

再生可能エネルギーの導入目標達成に向けては、地域が主導し、地域に裨益がある円滑

な再生可能エネルギーの導入・普及を図っていく必要があります。 

また、導入にあたっては、自然環境や景観への最大限の配慮を行うことや、地域への理

解促進・合意形成を図りながら推進していくことが重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.4 太陽光（建物系）の導入ポテンシャルマップ 

出典：環境省 REPOSを改変  
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図 4.5 太陽光（土地系）の導入ポテンシャルマップ 

出典：環境省 REPOSを改変 

 

 

ṕ Ṗ 
 268.16MW 



 

41 

 

 

第
４
章 

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
導
入
目
標 

 

  

 

 

図 4.6 陸上風力発電 風況マップ 

出典：環境省 REPOSを改変 
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図 4.7 洋上風力発電 風況マップ 

出典：環境省 REPOSを改変 
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4.3  再生可能エネルギーの導入目標 

ゼロカーボンの実現には地域資源を活用することが重要です。そこで、市内の再生可能

エネルギーの賦存状況と地域内の状況から導入可能性を検討した結果、本市においては、

自然環境や景観に最大限配慮した屋根置き太陽光発電やカーポート型の太陽光発電の導入

が適していると考えられます。また、将来的に卒 FIT 太陽光発電の活用や、社会情勢の変

化や技術革新などにより自然環境や生活環境と共生可能な風力発電、地域の森林から生じ

る間伐材などを利用した木質バイオマス発電の導入可能性も検討していくことも考えられ

ます。 

そこで、本市では「3.4 CO2排出量の将来推計」から表 4.4 のとおり再生可能エネルギ

ーの導入目標を設定しました。 

 

表 4.4 本市の再生可能エネルギー導入目標 

  

 

2030年度：再生可能エネルギー導入目標 11,900MWh（エネルギー消費量の約５％） 

 シナリオ②（CO2実質排出量 46％削減）では、将来のエネルギー消費量 239, 937MWh と推

計され、これに対して再生可能エネルギー11, 900MWh（エネルギー消費量の約５％）の導入

が必要となります。導入する再生可能エネルギーは屋根置き太陽光発電とカーポート型太

陽光発電を想定しています。 

2050年度：再生可能エネルギー導入目標 123,796MWh（エネルギー消費量の約 70％） 

 シナリオ②（CO2実質排出量 100％削減）では、将来のエネルギー消費量 176, 801MWh と

推計され、これに対して再生可能エネルギー123, 796MWh（エネルギー消費量の約 70％）の

導入が必要となります。市内の卒 FIT 太陽光発電の活用に加え、その他再生可能エネルギ

ー（風力・バイオマス）の活用も想定しています。 

なお、現在、市内には区域の電力使用量に対する約66％（155,873MWh）の再生可能エネ

5.0% 70.0%

11,900 123,796

2.2 10.0

2,640 12,001

7.0 70.0

9,259 92,593

0.0 5.5

0 19,202
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ルギーの導入実績があります（表4.3）。これらの再生可能エネルギーはFIT（固定価格買取

制度）によって電気事業者に買い取られており、地域におけるCO2削減には寄与していませ

ん。しかしFITには買取り期間が設けられていることから、買取り期間終了後に地域で消費

する電力に利用（エネルギーの地産地消）できる仕組みを作ることで、将来的に地域のCO2

削減につながる可能性があります（図4.8参照）。 

 卒FIT太陽光発電は市のゼロカーボンに大きく貢献する可能性がある一方、放置してお

くと廃棄パネル化し、環境問題を引き起こす可能性があります。これを防ぐためにも、引

き続き、関係者や環境省等の関係機関と連携を図り、適切に対応していくことが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

「電力の地産地消」という新しい地域貢献のカタチ 

東日本大震災や昨今の大型台風の激甚災害を契機にエネルギー供給の制約や集中型エネルギー

システムの脆弱性が顕在化され、こうした状況に対して、地域の特徴も踏まえた多様な供給力（再

生可能エネルギー、コージェネレーション等）を組み合わせて最適に活用することで、エネルギ

ー供給のリスク分散や CO2排出削減を図ろうとする機運が高まっています。 

このような「分散型エネルギー社会の実現※」は、災害時のライフラインの安定的な確保とい

う視点だけでなく、エネルギーの効率的活用や、地域活性化等の意義があり、その実現に向けた

推進の一つとして自治体とエネルギー会社等の共同出資による「自治体新電力」が各地で設立さ

れています。 

卒 FIT 電力の買取に名乗りを上げている自治体新電力もあり、これまでエネルギーの利用主体

でしかなかった需要家が、再生可能エネルギーから生まれた電力の供給に参加できるようになる

ことは、エネルギー需給構造に柔軟性を与えることにもつながると考えられているだけでなく、

これまで FIT 制度を利用していた方々が買取期間満了後の売電先の選択肢として自治体新電力を

選ぶことで、自分の住む地域の活性化に参加・貢献していく「電力の地産地消」という新たな視

点で注目をされています。 

 

※「分散型エネルギー」とは、比較的小規模で、かつ様々な地域に分散しているエネルギーの総称であり、

従来の大規模・集中型エネルギーに対する相対的な概念。分散型エネルギーには地域の特性や需要の形態等

に合わせて様々な分散型エネルギーシステムが構成され、「非常時のエネルギー供給の確保」、「エネルギーの

効率的活用」、「地域活性化」、「エネルギー供給への参画」、「系統負荷の軽減」等の意義があると考えられて

いる。 

 

図 4.8 電力の地産地消について 

出典：経済産業省「知ってる？「電力の地産地消」  
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 図 4.9 に、各シナリオにおける再生可能エネルギーの導入目標を示します。 

 

 

図 4.9 各シナリオにおける再生可能エネルギーの導入目標  
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4.4  再生可能エネルギーの導入目標の達成に向けて 

4.4.1 再生可能エネルギー開発に関する条例・ガイドライン 

「4.3 再生可能エネルギーの導入目標」で示したとおり、ゼロカーボンの実現には再生

可能エネルギーの導入が必要です。しかし、大規模な発電設備の建設やそれにともなう伐

採、土地の造成等により伊勢志摩国立公園の優れた自然環境及び自然景観の消失、地域の

一次産業、住民及び生活への影響は避ける必要があります。発電設備の設置と本市の恵ま

れた自然環境、美しい景観、それらの恩恵を享受し、安心して暮らすことのできる生活環

境の保全との調和を図るために、本市では条例やガイドラインを策定しています。 

表 4.5 市内の再生可能エネルギーの開発に関連する条例・ガイドライン 
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4.4.2 電力系統の制約 

 電力系統（発電した電気を利用者に届けるまでの一連の電力システム）には電気を流せ

る容量が決まっています。しかし、国内の系統は、空き容量が限られており、発電しても

系統につなぎ送電することができないといった「系統制約」の問題が顕在化しています。  

市内においても、中心部から北側と南東側に伸びる送電線に空き容量はありますが、西

側には空きがない状態です（図 4.10）。現在、国内では再生可能エネルギーの導入量の増

加に向けて、十分な送電容量を確保できるよう、系統の増強や系統（図 4.11）の運用の見

直し（ノンファーム型接続）などが検討されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.10 志摩市内における系統連系の空き容量（2022年 11月時点） 

出典：中部電力 系統空容量マッピング 

 

図 4.11 広域連系系統のマスタープラン 

出典：経済産業省 もっと知りたい！エネルギー基本計画⑤ 
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第5章  計画全体の目標 

 本章では、志摩市の地域特性を踏まえたゼロカーボンの実現に向けた将来ビジョンと、

これらの達成に向けた重要業績評価指標（KPI）を示します。 

 

5.1  将来ビジョン 

5.1.1 ビジョン・コンセプト・施策の位置づけ 

ゼロカーボンの実現を目指すにあたっては、再生可能エネルギーの導入や省エネ等の施

策を実施するとともに地域としての将来ビジョンを描くことが重要です。 

本節ではゼロカーボンの実現に向けたビジョン、コンセプト、施策を示します。一般的

にビジョンは市としての将来像や目指す方向性、コンセプトはビジョン達成に向けた施策

方針、施策はコンセプト達成に向けた具体的取組案を指します。 

ここではビジョンをゼロカーボン実現に向けて描く2050年に本市が目指す姿、コンセプ

トはビジョン達成に向けた施策や活動方針、施策を具体な脱炭素の取組や再生可能エネル

ギー導入量と定め、それぞれ策定しました。 

 

図 5.1 ビジョン・コンセプト・施策の位置づけ 

 

5.1.2 SWOT分析結果 

 第２章の地域分析結果に加え、本市の持つ強み・弱みを内的要因・外的要因から考察す

る SWOT分析を実施し、分析を踏まえてビジョンとコンセプトの方向性を検討しました。 

 

 

 

 

 

2050

2050
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図 5.2 SWOT分析結果 

 

5.1.3 ゼロカーボン実現に向けた将来ビジョン 

本市は、従来から自然と人が共生するなかで形作られた「志摩」のまちを受け継ぎ、自

然環境と市民の暮らしが調和した持続可能なまちづくりに努めてきました。 

志摩の宝である地域の資源を持続的に活用できるようにするには本市の豊かさをより

よい形で次世代へと継承していくことが必要です。 

本市の産業の特徴としては、豊かな食材を産み出す農林水産業と美しい景観などの地域

資源を活用した観光関連産業が挙げられます。特に観光面においては、地域の文化・風土

を取り入れた志摩ならではのエコツーリズムを推進してきました。また、世界では、地域

の環境や文化等の持続可能性に配慮したサステナブルツーリズムへの関心が高まりを見せ

ており、本市においても地域産業の変革が求められつつあります。 

こういった年々高まりつつある持続可能な取組への関心や、前章でも取り上げた世界的

な脱炭素化の流れを地域活性化につなげる絶好のチャンスと捉え、市民・来訪者の意識改

革が起こるまち「ゼロカーボンパークしま」の具現化に取り組みます。 

本市が目指すゼロカーボンパークでは、以下の５つのビジョンを掲げます。 

 

①脱炭素の推進による地域産業の活性化・イノベーションの創出  

 脱炭素に関連した新技術活用による生産性の向上、高付加価値化等により地域産業の

活性化を図ります。また、これまでになかった産業イノベーションを誘発し、新たな産

業や雇用の創出を目指します。 

Â

Â

Â

Â

Â

Â SDGs

Â

Â

Â

Â
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②再生可能エネルギーを活用したエネルギーの地産地消 

 地域特性を考慮した再生可能エネルギーの導入によりエネルギーの地産地消を実現

し、これまで域外へ流出していたエネルギー代金の流出を防ぐとともに、地域内でお金

を循環させることにより、地域経済の活性化を目指します。 

③次世代モビリティの促進と地域内の交通手段の充実 

 誰もが移動しやすい環境を構築し、地域内の交通手段の充実を図るとともに、人の移

動において脱炭素化を図る交通システム「スマート交通」の実現を目指します。 

④新しい生活スタイルの定着と地域防災力の向上 

 非常時におけるエネルギー供給が可能な再エネ設備や蓄電池等の導入による地域の

レジリエンス強化、被災時における観光関連事業者をはじめとした地域事業者との連携

体制構築を目指します。 

⑤上質な自然・食文化を生かしたツーリズムの拡充 

 環境意識の高いインバウンド等新たな顧客層の獲得、環境教育等による地域の意識改

革の実現を目指します。また、将来的に来訪者が志摩市に訪れた時よりも、去る時の方

が環境改善される持続可能な観光地を目指します。 

 

これらのビジョンを掲げ、具体的施策に取り組むことで、地域力の向上、地域の活性

化による伝統や文化の喪失を回避し、本市の基本理念である「自然と共生するまち 市民

が誇りを持てるまち 次世代につながるまち」を意識したまちづくりに貢献します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.3 ゼロカーボン実現に向けた将来ビジョン 
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  また、ビジョン・コンセプト・施策を体系的にまとめたものが表 5.1 になります。 

 

表 5.1 ビジョン・コンセプト・施策まとめ 
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5.2  重要業績評価指標 

将来ビジョンの達成に向けてコンセプトごとに重要業績評価指標（KPI）を設定しました。

設定方法としては、総合計画等の内部環境と、国の推奨 CO2排出量削減目標や三重県の CO2

排出量削減目標等の外部環境に加え、アンケート調査等の結果も参考としました。  

 

図 5.4 重要業績評価指標の考え方 

 

上記の考え方に基づきコンセプトごとに設定した指標は表 5.2 のとおりです。 

表 5.2 重要業績評価指標  
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第6章  ゼロカーボン実現に向けたロードマップ 

 本章では、第５章 計画全体の目標で紹介した将来ビジョン・コンセプトを基に、ゼロカ

ーボン実現に向けたロードマップを示します。 

計画達成に向けては、地域住民・事業者・行政が協力・連携し、各種取組を推進してい

くことが重要となります。 

 

 

図 6.1 ロードマップ① 
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図 6.2 ロードマップ② 
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第7章  推進体制と進捗管理 

7.1  推進体制 

 2023 年度以降に、本計画を基盤とした協議会を立ち上げ、施策の実証・実装に向けた検

討を開始します。当該協議会にて、実現可能性が高いと判断された施策や、協議会参加者

の推進・参画意欲が高い施策に関しては、個別にワーキンググループ(WG)を立ち上げ、実

証・実装に向けた具体の検討を進めます。 

 

図 7.1 推進体制 
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7.2  進捗管理 

 本計画の持続可能性を担保するために、協議会による定期検証と必要に応じた計画の見

直しを行います。主に施策別の進捗状況や効果に基づき、スケジュールや直近のアクショ

ンなどを実態に即した形で見直していくことを想定しています。計画の見直しは、ロード

マップに定めた目標や施策の進捗状況を踏まえ、その後の施策や計画の見直しを行います。 

 

図 7.2 進捗管理 
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参考資料 用語集 
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